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<研究ノート>

我が固における企業不正事例 (2)

前号までの目次

1.はじめに一一企業不正事例研究の意義

2.事例大光相互銀行

3.事例 KDD 

吉見

(本誌第45巻第2号)

4.事例興人

4. 1 事例の概要

興人は，パルプ，レーヨンの製造を中心とし

た東証第一部上場企業である。会社は「日曹人

絹パルプ」として昭和12年に設立され，昭和16

年に「興国人絹パルプ」と改称，さらに昭和44

年に「興人Jと改称された。当初の社名の示す
ように，パルプ，レーヨンの製造が中心であっ

たが，その市場の悪化とともに事業の多角化が

進められた。特に，昭和36年に社長に就任した

N氏のもと，化学，医薬品，不動産などの事業

展開が行われた。興人への改称は，このような

事業多角化を背景としている。

本事例は倒産の事例であるが，その経営危機

がまず伝えられたのは，昭和50年8月26日であ

る。ここでは，興人の第一勧銀，三菱信託，三

井信託の銀行聞が興人への融資打ち切りを決め

たこと，これにより同社の経営が重大な危機を

迎えたことが報じられた1)。それ以前にも，経営

危機による減資説，それによる株価の下落が伝

えられてはいたがヘ興人は減資説を否定して

1) r朝日新聞』昭和50年8月26日朝刊。
2) r日本経済新聞』昭和50年8月8日朝刊。

宏

おり，これを除けば，倒産に至る大きな兆候は

報道上特にみられなかっただけに，唐突な感の

否めない報道であった 3)。証券取引所はこれを

受けて興人株の売買を一時停止，同日夕刊では，

各紙も一斉に本事例につき報道することとなっ

た4)。ここに至り興人は会社更生法の申請を決

め九 28日に会社更生法の適用を申請し，倒産し

た。負債額は 1千487億 5千200万円，戦後最大

(当時)の大型倒産であった 6)。

10月18日には東京地方裁判所が更生決定し，

管財人には「再建の神様JといわれるH氏が就
任した。申請から約2カ月での更生決定は，異

例の早さといわれる7l。以降， 54年3月には担保

権額が確定8l， 55年10月中間決算では債務超過

を脱却9)，56年10月中間決算では16億 4千800万

円の増益となり 10) 興人の再建は基本的には成

功裏に進むことになる。

4. 2 報道の論点

本事例は，当時としては戦後最大の大型倒産

であり，東証一部上場の有名老舗企業の倒産事

3 )しかし証券界では，すでに 8月22日に興人の経営危
機のうわさが流れたという cr朝日新聞』昭和50年8
月27日朝刊)。

4) r日本経済新聞』昭和50年8月26日夕刊。しかしこ
の時点でも，興人は銀行団の融資打ち切りを否定し

ている。

5) r日本経済新聞』昭和50年8月27日朝刊。
6) r日本経済新聞J昭和50年8月28日夕刊。
7l r日本経済新聞』昭和50年10月18日朝刊，同日夕
刊。

8) r日本経済新聞J昭和54年3月1日朝刊。
9) r日本経済新聞』昭和55年12月18日朝刊。
10) r日本経済新聞J昭和56年12月16日朝刊。
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例であった。これを反映するように，その報道

の論点は以下のようにまとめられる。

その第一は，興人にかかわる消費者の保護で

ある。興人は不動産事業を通じて多くの一般消

費者を顧客に抱えていたため，興人と分譲住宅

の売買契約をおこない，手付金などを支払って

いる個人消費者の保護をいかに行うかが論点と

なった。

第二は，倒産に至った興人自身の責任問題で

ある。これについては，もっぱら多角経営の失

敗が批判された凶。特に，不動産事業へ進出して

巨額の土地投資が不況と共につまづいた点，難

燃繊維「コーデランJの開発への過大投資の2
点が特に問題視されている。前者については595

億円が固定化し， 80~100億円の含み損を抱えた

とされる。不動産取得のためには， 550億円が借

り入れられたとされており，ほぽこの額が固定

化したことになる。しかも，土地は昭和47，48 

年の土地投機ブームの時代に購入された原価の

高いものとされる問。また，後者については製造

開始以来の累積赤字が82億円，不良在庫を含む

在庫が45億円にのぼるとされる13)。

さらに，このような経営を進めたてきたN社

長による経営についても，ワンマン経営との批

判があった1九これは，掠腕経営者に先導されて

きた企業の失敗に際してしばしば起こる批判で

ある。しかし，高度成長期に興人のごとく不動

産投資を行った企業は決して少なくはなかっ

た。財界にあっても，興人の倒産を経営者個人

の問題ととらえるのではなく，日本企業に広く

見られる不動産偏重の経営を今後改める必要が

あるとの認識が示されているω。

先述のように，興人はその後会社更生に成功

する。倒産時点では，その更生の可能性には否

11) I減速経済どう生きる(1)J r朝日新聞』昭和50年
8月28日朝刊。

12) I大型倒産は銀行肩代わりで回避Hエコノミスト』
第53巻第54号，昭和50年12月9日， 12頁。

13) r臼本経済新聞J昭和50年8月27日朝刊。
14) r日本経済新聞』昭和50年8月27日朝刊。
15) r朝日新聞J昭和50年8月27日朝刊。

定的な見解が目についた16)。ところがその興人

が更生に成功したのも，結局のところ事業の多

角化によるところが大きいことは興味深い。

すなわち，再建の軌道にのった興人を収益的に

支えたのがハウス部門であり l九電子部品であ

り18) バイオテクノロジ一事業であったのであ

る19)。

論点の第三は，興人倒産にかかわる外部者の

責任である。それは，以下の三者に大別される。

そのーは，銀行の責任である。興人の不動産投

資は，資金的には借入金に依存していた。報道

では，興人にみられるような借入金依存の経営

を批判するとともに，不動産投資に対する融資

を積極的に行ってきた銀行も批判している20)。

なお銀行団は，一般債権者保護の観点から，倒

産に際して興人の発行済転換社債，普通社債の

残存分を買い取ることとした21)。

そのこは，政府や日銀の責任である。興人の

倒産に伴って，多くの関連企業の連鎖倒産が懸

念された。事実，興人の会社更生法申請に際し

ては，関連会社2社も同時にその申請を行って

いるm。このような連鎖倒産の防止と，この時期

の不況対策についての政府や日銀の対応が批判

された23)。

その三は，証券会社の責任である。興人は，

倒産の1年前に800万株の公募時価発行増資を

行っており，投資家保護の観点からこれを引き

受けた証券会社の審査体制が批判の対象となっ

16) r日本経済新聞』昭和50年8月29日朝刊。
17) r日本経済新聞』昭和55年7月17日朝刊， r日経産業
新聞』昭和55年12月18日，昭和60年12月l4日。

18) r日経産業新聞』昭和61年8月12日。
19) r日本経済新聞』昭和62年 7月28日朝刊。
20) I噴き出した企業危機凶H朝日新聞』昭和50年8月
27日朝刊。「社説Jr日本経済新聞』昭和50年8月28
日朝刊。

21) r朝日新聞j，r日本経済新聞』昭和50年8月28日朝
刊。

22) r日本経済新聞』昭和50年8月28日夕刊。
23) I社説H日本経済新聞』昭和50年8月28日朝刊， I吹
き出した企業危機伺Jr朝日新聞』昭和50年8月29日
朝刊。
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たのである 24)。

4. 3 監査および監査人との関連

上述のように，興人の倒産時には，監査に言

及した報道はほぽみられない。その唯一の例外

的報道として，前10月期に公認会計士が監査報

告書で限定意見を付していた，というものがあ

る。すなわち，同期の経常利益5億2千300万円

は，I不動産の売り上け官十上基準を完成引き渡し

時点から売買契約書締結時点に変更することに

よって11億 2千 3百万円の利益を浮かせた結

果」であり，不動産の評価損などが300億円程度

あることを考えれば粉飾決算の可能性もある，

と指摘しているお)。しかし，この公認会計士によ

る限定意見はいわゆる 2号限定であり，その是

非は別として我が国の多くの企業にしばしば見

られるものである。粉飾決算の可能性について

も，ここでの示唆が倒産時の唯一のものであり，

むしろ「第一部市場へ昇格直後に倒産した日本

熱学工業のように，株価操作や粉飾決算などい

まわしい点が現在のところみられないJ26)とい

う認識が普通であったといってよい幻)。更生決

定時にも，管財人のH氏は「公認会計士を使っ

て興人のバランスシートをもう一度練り直す」

が， I粉飾決算などの間違いはないと思うjとし

ている2的。すなわちこの時点では，興人は会計的

にも監査上も問題はなかったが倒産した事例と

認識されていたのである。

24) r興人倒産その後ωH朝日新聞J昭和50年9月2日
朝刊， r興人倒産その後同Jr朝日新聞』昭和50年9
月3日朝刊。

25) r日本経済新聞』昭和5心年8月27日朝刊。
26) r興人倒産その後ωH朝日新聞J昭和50年9月2日
朝刊。

27}ここで言及されているように，興人倒産の前年に

は，日本熱学工業の粉飾，倒産事件が起こっている。

日本熱学工業の事例は，昭和40年代最後の大型倒産

事例といえ，本事例研究では対象外としたが，直近

の事例であり，興人の事例と比肩されたことも理解

できょう。なお，日本熱学工業の倒産の事情につい

ては，近年になって会社の当事者自身からまったく

異なる事件の理解が示されている(牛閏正郎『悪党

の手口』イースト・プレス，平成5年)。

28) r日本経済新聞』昭和50年10月18日夕刊。

ところが問題は，倒産の 2年後に起こる。す

なわち昭和52年になって， H管財人は，上述の

調査の結果，更生手続き前の10事業年度にわた

り合計91億 8千97l万 7千円の利益の過大計上

があり，これに伴い違法配当もあったとし，昭

和46年11月から49年10月までの損失28億円を，

旧役員に対して損害賠償請求するとしたのであ

る29)。粉飾の内容は，関係会社債権等の過大評価

42億円，関係会社に対する造成未完了土地の造

成完了時価格での売上計上などが内容とされ

る。これに伴って，大蔵省も調査を開始，場合

によっては旧興人役員の告発や興人の監査を行

っていた監査法人太田哲三事務所の懲戒の可能

性を示唆した30)。なお，この粉飾を指摘したのは

管財人が財務諸表の再検討を依頼した栄光会計

事務所である。しかし， H管財人は，当時の公

認会計士の責任は問わなかった。また公的にも

処分等はなされず，報道上の言及もほとんどな

かった31)。その理由は，おそらくはここで粉飾と

された方法は，明らかに利益操作には違いない

ものの，粉飾というには微妙な，いわば「灰色」

の方法であったこともあろう。興人の粉飾方法

は，関係会社を利用したものである。未造成土

地の造成価格での売上は，関係会社に対してた

てられている。この場合，造成完了に必要とさ

れる費用を引当計上していたり，あるいは関係

会社に対する売上でなかった場合には粉飾経理

とはされなかったであろう 32)。

さでH管財人は，同年6月9日，粉飾の事実

に基づき東京地裁に対し旧役員18人に対する請

求権査定申し立てを行い，東京地裁は同年7月

1日に35億7千400万円の請求権を認定したω。

その内容は，蛸配当部分が16億 1千600万円，役

29) r日本経済新聞』昭和52年5月20日朝刊。
30) r日本経済新聞』昭和52年5月31日朝刊。
31)例外的に，後年の報道であるが， r告発!公認会計士
“たるみ"の罪Jr週刊夕、イヤモンドJ第66巻第14号，
18-21頁，昭和58年4月1日をあげることができる。

32) r三月期決算にみる粉飾の実態Hエコノミスト』第
55巻第27号，昭和52年6月28日， 28頁。

33) r毎日新聞J昭和52年7月9日朝刊， r朝日新聞』昭
和52年7月9日朝刊。
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員賞与分が8千200万円，納税分が18億7千600

万円とされる。これを受けて同管財人は旧役員

に対して損害賠償を求めて通知， N元社長を含

む旧役員はこれについて争わないこととし， H

管財人も損害賠償請求訴訟は起こさないとし

た。というのも，この請求は旧役員の社会的責

任を問うことが目的であり，また現実にはかか

る巨額の回収は不可能であったからである。実

際の回収は個人資産のあるN元社長からの3億

5千万円のみであり，他の役員からは支払える

だけ，という形になった。

このように，この請求はワンマンともいわれ

たN元社長の経営責任を問うことが主眼であっ

た。しかし，ここで注目すべきは，請求の対象

とされた旧役員18名の中には監査役が含まれて

いた，という点である。すなわち，取締役とと

もに監査役に対する損害賠償請求権が裁判所に

よって認められ，事実上これが確定したのであ

る。報道では役員の責任として一括されている

が，取締役に対してはその経営責任を問うもの

であり，監査役に対してはその監査責任を問う

ものとなったことになる。しかし，公認会計士

を含めた監査人の責任はその後は問われること

はなしこれを機に，輿人についての報道は専

ら再建の方法に向いて行くことになる。

4. 4 本事例の特徴とその後の対応

本事例の特徴をまとめれば，次のようになる。

①昭和50年代に入って初の大型企業倒産事例

であること

②当初，粉飾事例としては扱われなかったこ

と

③監査役の損害賠償責任が確定した事例であ

ったこと

④監査に関して，ほとんど議論がなかったこ

と

①については，当時の報道の状況をすでに述

べたところである。この時期，我が国は高度成

長期から低成長期に入り，好況期に過大な投資

を行った企業の経営悪化が明らかになってき

た。それは建設，不動産関連企業に顕著であり，

興人もその例にもれない。倒産の金額も大きし

また一般消費者へもなじみのある企業の倒産で

あったがために，報道では大きく扱われた。

しかしその論調は，もっぱら興人の事業展開

のありかた，経営者のありかた，政府の不況対

策などに向けられ，会計や監査にはほとんど言

及されていない。それは，②に示したように，

当初この事例は粉飾決算などの不正経理を伴っ

たものではないと認識されていたことが理由と

してあげられよう。倒産後かなりあとになって，

これが粉飾の事例となるものの，このときの報

道はきわめて限られたものとなっている。倒産

から 2年を経過して本事例がニュースとしては

もはや旧聞に属することとなっていたことから

考えれば，それはやむを得ないことかもしれな

い。だが結果として粉飾が発見されたことを鑑

みれば，むしろ倒産時に，会計，監査問題への

注目がより集まっていても不自然ではなかった

ように思われる。しかし現実には，その注目度

は低かったと言わざるを得ない。

本稿の視点から興人の事例を見た場合，もっ

とも注目すべきは③の点であろう。興人のH管

財人が監査役を含む旧経営陣への損害賠償請求

を行ったのは，先にも述べたように，現実にそ

の損害額を役員たちから回収することが目的で

あったわけではなしむしろ社会的責任を明確

化し，いわばこの問題に 1つのけじめをつける

ことが目的であったといえる。請求を受けた旧

経営陣も，裁判で争うという形は取らず，責任

を認めて自主的に請求に応じることとなった。

実際の回収額も，請求金額に比して微々たるも

のにとどまった。このようなありかたをさして，

H管財人の「大岡裁き」とも評された34)。ある意

味では，手続きを踏むことに意味がある，と考

えられていたわけで，その意味で，実態的には

きわめて日本的な行動であったともいえる。

この報道の中でも，旧役員の中に監査役が含

34) r朝日新聞』昭和52年7月9日朝刊。
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まれているこどに特に注目したものはない。し

かし，監査識の立場からは，監査役が取締役とと

もに損害賠償請求の対象となり，資任を認めて

これを受け入れたことは，葉大な意味があると

いわざるを簿ない。監査期待ギャップ問題がア

メリカで認識さ5れたのは，公認会計士の監査の

失敗を嘗めた損害賠横議求訴訟の多発によって

であった。輿人の事伊jは，我が菌の監査役の場合

にも斡飾決算等にあたって損害賠慣が求められ

る可能牲を現実に示したものなのである

しかし報道上，この点に関する浅間は皆無で

あり，そもそも興人の会計や監査に対する言及

もあまりにも少なかった。窃に訳したように，

それは学界における機論にあっても同様であ

る。だが，監査役の議害賠償資任が認められた

ことが，実は後の監査役割農の強化につながっ

ていくことになる。この点は次の事例で再度言

及することとする。

本事前は，粉飾経理が当初の時点で認識冬れ

なかったために，他の監査，会計問題も と

して毒事閑に付されてしまった事前といえよう。

5.事伊j 不ニサッシ工業・薮莞

5. 1 事例の概饗

ツシ工業(以下，工業と略す)は，東

証一部上場の大予住宅用アルミサッシメーカー

であり，不ニサッシ寂務{以下，販売と略す〉

はその員長社であってやはり東蓋…部上場企業で

ある。本事例は，調社(以下，工業，薮売の両

社を総斡して不ニサッシという)による粉務経

理事艇である。

昭和53年3丹期決算を1mえて，
造鉛，住宅・不動撞関連のいわゆる講遊

不況業穫を中心に r3丹危機説Jがいわれてい
た。前項の輿人に殺さ，昭和田年2月には合板，

プレハプ住宅メ…カーの永大産業が興人をさら

35)日本経済新開設 [1993Jは，興人の建築例にも言及し

て，この可能性を比較的はっきりと指機している

書87貿)。

に上回る 2 守二議円の負債を抱えて調達~ (会社更

生法の申請)した。この永大産業の餌離の報道

において，問機に行き詰まった企業として不ニ

サッシ工業の名前がよげられている総合業績の

懇生した不ニサッシは，このときすでに埼玉親

行，大和銀行の管理下におかれていたのである。

さらに，この時期の貸借対熊表の読み方につ

いての記事の中で， r金業難績の不援が続く結
資産の評価を甘くし粍益をふくらませるケ

スもあるjとして，例として不ニサッ

羅評簡に欝及がなされている 37)。それま

サッシの経営を手掛けてきたS社長が経営不義

の費f壬を取っ 3月22日には議時株主総会を

開いて代表権のない会長に退いており，埼玉銀

行出身の不ニサッシの日社長ら新経営陣と新た

に会計監査人となった昭和監査法人により，資

産の説い直しが進んでいたのである。

このように，すてうこ不ニサッシの業績の悪化，

さらには粉飾の可能性まで萄わせる報道がなさ

れていたところであるが，実欝にはi電年5月28

日になって不二サッシの斡鵠が大きく報道され

ることになる。すなわち，不ニサッシ

薮売の両者合わせて昭和田年3丹類以前に300億

円にのぼる粉飾決第をおこなってきており，

く大態管に許認有価証券報告書を識出する，と

いうものであった滅。これを受けて訪日に

京註券取引所が工業と販売の株取引を捧止し

た3九この呂の午後，不ニサッシ額11も昭和田年3

月期決算の結果を発表して粉飾の事実を認め，

粉鱗額は当初の報道を上部る430懐丹に達する

ことが明らかにされた船。この額は渦去S年慌の

i最年度損益藤正誤として特別撞失に一括計上怒

れたものであり，内訳は工業が334憶円，

36) I強まるか倒産の量王将H日本経済新隠j昭和53年2
mOEl務干!日。
37) I近づく決算シーズン…ーその見どころ(中9Jr悶詩文
経済新総j昭和53年3月15日夕刊。
38) r 日本経済新開j磁和53年5J守28日朝刊。
39) rs本経済新聞j昭和53年5月29日朝刊の
40) r日本経済新聞J昭和53年5Jヲ308朝刊。
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96億円とされる41)。

不二サッシの場合，倒産して粉飾が明らかに

なった山陽特殊製鋼や日本熱学工業の事例とは

異なり，銀行管理下で倒産することなしに自ら

粉飾を明らかにしたものである。このような場

合の扱いの規定がなかった東証では，急速規程

を改訂して工業と販売の株式を監理ポストに移

した42)。さらに，上場廃止の可能性の高いことも

報じられた43)。結果として不二サッシ株式は，同

年12月27日に上場が廃止される4ヘ粉飾を理由

とする上場廃止は，東証一部上場企業としては

初めてのことであった45)。またこれを事件とし

て大蔵省と検察庁も独自に調査を始めた46)。

6月9日には責任を取ってS会長が退任，メ

インパンクの埼玉銀行でもN頭取が会長に退い

た47)。ここで不二サッシは完全に銀行管理下の

企業となり， s元社長(元会長)らと無関係の
企業として再建を目指す方向が明確にされよう

とする。 6月29日の株主総会もその方向で短時

間に終わる48)。そして不二サッシとしてはS元

社長らに損害賠償請求を行いベ同氏の持つ不

二サッシ株の譲渡も要求したのである5ヘ

8月29日には，大蔵省が工業，販売2社と S

元社長を証券取引法違反で東京地検に告発，こ

41) r毎日新聞』昭和53年5月30日朝刊。
42) r日本経済新聞』昭和53年5月30日朝刊。
43) r読売新聞.1， r朝日新聞』昭和53年5月30日朝刊。
44) r日本経済新聞』昭和53年9月27日朝刊。
45) r朝日新聞』昭和53年5月30日朝刊。東証二部上場
企業としては，安藤鉄工所(昭和46年11月)，船橋食
品(昭和47年3月)の事例がある。
46) r日本経済新聞.1， r毎日新聞』昭和53年5月30日朝
干Uor朝日新聞』昭和53年6月10日朝刊。
47lr朝日新聞.1， r日本経済新聞』昭和53年6月10日朝
刊。埼玉銀行の役員も責任を取る形となったのは，

不二サッシとの関係が特に密接なものであったとさ

れていたこととも無関係ではない。その意味で，報

道は本事例における銀行の責任にも言及している

(r不二サッシ事件の“ある側面"一一武鉄事件から

の縁が切れる日Jr週刊ダイヤモンド』第66巻第33号，
12-14頁， 1978年8月12日)。
48) r毎日新聞』昭和53年6月29日朝刊。
49) r日本経済新聞J昭和53年7月6日朝刊。
50) r日本経済新聞』昭和53年7月18日朝刊。

れを受けて東京地検は強制捜査に入った日。こ

の結果，東京地検は10月6日にS元社長， A元

専務(経理担当)を逮捕した。逮捕容疑は有価

証券報告書虚偽記載(証券取引法197条)，違法

配当(商法489条)である。前者の対象は，昭和

51， 52年の 2決算期のみであり，この間の粉飾

額は不二サッシ 2社合計で341億円である52)。そ

して26日には，同罪のほか特別背任罪(商法486

条)も加えて前2氏が起訴された53)

10月30日には，不二サッシの監査を担当した

個人公認会計士2人が証券取引法違反暫助で東

京地検により略式起訴され，東京簡易裁判所は

各20万円の罰金の略式命令を出した54)。さらに

大蔵省もこの公認会計士を審問的， 12月20日に

は登録抹消処分が出された56)。なお不二サッシ

にかかわる行政処分はこれをもって完了する。

そして12月初日，東京地方裁判所でS元社長，

A元専務の初公判が聞かれた。ここでは，検察

側官頭陳述の中で，昭和46年と50年に粉飾の疑

いを指摘した公認会計士に対して 1，2年で

正常に戻す念書を差し入れて見逃してもらった

こと，昭和51年3月， 52年3月の決算期には，

粉飾決算の事前了解を埼玉，大和の両銀行から

取っていたことが明らかにされた57)。ただし，後

者については，銀行側はただちに否定した58)。裁

判は昭和57年2月25日に一審で有罪の判決が出

されている59)。なおこの判決の中では，両銀行が

実質的に不正経理の全貌を知っていたと認定さ

れ，これが被告の情状酌量の根拠とされている。

折しも初公判の日は，山陽特殊製鋼事件の一

審判決が出された日でもあった60)。そして事件

としての不二サッシの事例の報道はこれをもっ

51) r日本経済新聞』昭和53年8月29日夕刊。
52) r日本経済新聞』昭和53年10月7日朝刊。
53) r日本経済新聞』昭和53年10月27日朝刊。
54) r日本経済新聞』昭和53年10月31日朝刊。
55) r日本経済新聞』昭和53年11月21日朝刊。
56) r日本経済新聞』昭和53年12月21日朝刊。
57) r日本経済新聞』昭和53年12月26日夕刊。
58) r日本経済新聞』昭和53年12月27日朝刊。
59)神崎[1982J。
60) r日本経済新聞』昭和53年12月26日夕刊， r山陽特殊
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て終わり，その後は不二サッシの再建問題が報 に対して行われた。 S社長は，創業者の経営者

道の中心となることになる。 である。我が国で初めてアルミサッシを製造販

5. 2 報道の論点

報道の論点としては，以下の3点にまとめら

れよう。

第一は，史上最大の粉飾とよばれるような，

粉飾額の大きさについてである。先にも触れた

ように，不二サッシの430億円という粉飾額は，

それまでの事例をはるかに上回るものであっ

た。それまでの大型粉飾事例は，昭和40年代に

おける山陽特殊製鋼(昭和40年，粉飾額73億4

千100万円)，日本熱学工業(昭和49年，同42億

1千300万円)など，昭和50年代に入ってからの

東京時計製造(昭和50年，同21億300万円)，東

邦産業(昭和50年，同7億7千700万円)であっ

た。また，不二サッシの場合は，その額の大き

さもさることながら，粉飾が行われた期間も長

かったのである。粉飾が始まったのは工業が昭

和35年から，販売が昭和37年からとされ，およ

そ15年にわたって継続的に粉飾がおこなわれて

きたことになる。この間，工業が昭和36年に東

証二部に上場(昭和38年に一部上場)，販売は昭

和38年に東証二部に上場(昭和40年に一部上場)

を果たしており，要するに上場前から粉飾経理

が行われていたことになる6九このような粉飾

経理は，経理部全体で行われていたとされ， s 
社長が経理担当のA専務におおまかな指示を与

え， A専務が経理部に分担などの指示をしてい

たとされる6九このため， s社長とともに， A専
務も逮捕，起訴されることになった。報道では，

具体的な粉飾の方法も報じられたが，これにつ

いては別途後述する。

第二は，かかる粉飾決算が行われ得た理由で

ある。批判はもっぱら， s社長のワンマン経営

製鋼の粉飾決算事件判決Jr商事法務J第829号， 25 
-29頁。

61) r日本経済新聞J昭和53年10月27日朝刊。
62) I不二サッシ粉飾の軌跡H日本経済新聞』昭和53年
9月3日朝刊。

売し，不二サッシを大手サッシメーカーに育て

た人物であるω。このような企業の場合，経営の

チェックが働きにくいのは当然ともいえる。と

もかく粉飾事件の責任はまず第ーに経営者に帰

すべきだという論調でありへこのことは粉飾

発覚の当初からS元社長らへの損害賠償請求の

動きとなっても表れている。さらに， s元社長
ら旧経営陣の逮捕，起訴，公判と事件が展開す

るにつれて，これらに対応した刑事責任にかか

わる報道がなされている。

第三は，前二点に関連したことであるが，不

二サッシの監査を行っていた公認会計士の責任

問題がかつてなく大きく扱われた。これについ

ては，粉飾発覚の当初から積極的に報道がなさ

れている65)。それは粉飾の規模の大きさにも対

応していると思われるし，また，長年の経理ぐ

るみの粉飾を発見し得なかった，あるいは発見

しなかったこととも対応していると思われる。

この点についても，次節において考察する。

5. 3 監査および監査人との関連

本事例は大型粉飾事例であり，当該企業の監

査を行っていた監査人が批判の対象となること

はむしろ自然でトある。そして，不二サッシの事

例では，その傾向がかつてなく明白に報道に表

れていたように思われる。

不二サッシの粉飾のための会計処理方法は，

工業と販売の2社の取引を利用することを基本

としている。具体的には，以下の3点に大別さ

れる6ヘ第ーは，子会社に期末に小切手を振り出

63) I再建の最中“粉飾"の汚名H日本経済新聞』昭和53
年5月30日朝刊。

64) I社説Jr日本経済新聞J昭和53年5月31日朝刊。
65) r日本経済新開.1， r読売新聞.1， r朝日新聞.1，いずれ
も昭和53年5月30日朝刊。

66) r日本経済新聞』昭和53年5月30日朝刊， I不二サッ
シ粉飾の軌跡Jr日本経済新聞J昭和53年9月3日朝
刊，昭和53年 9月23日朝刊，昭和53年10月6日朝刊。

および「不二サッシ粉飾決算を解明するJr経理情報』
第175号，藤野 [1978J も参照。
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させることによる，工業の現預金の過大表示で

ある (40億 4千200万円)。次期期首には工業か

ら資金を貸し付けてこの小切手を落とすことで

辻棲を合わせていた。第二は，売掛金と売上の

架空計上である (136億9千万円)。たとえば工

業の場合は，仕掛品を売上に計上していた。こ

れはもっぱら不二サッシ販売に対する売上とな

っている。販売の方でも，やはり系列の販売会

社や特約庖に対して，たとえばまだ工事進行中

のサッシを売上計上するなどしていた。第三は

棚卸資産の過大評価と評価損の過小計上(154億

6千900万円)，固定資産の過大評価 (44億1千

300万円)である。

また，工業の昭和49年3月期，販売の昭和49

年3月期と 9月期にはいわゆる逆粉飾も行われ

ていた67)。

このように，確かにその額は巨額であったが，

粉飾の会計方法は資産の過大表示が中心で，い

わばきわめて基本的な方法といえる 68)。関係会

社を利用し，かつ現預金のような比較的危険性

の高い項目については，書類上は辻棲が合うよ

うに操作されているとはいえ，公認会計士が通

常の監査手続の中で発見できないほどのもので

あったとは考えにくい69)。事実，先述のように，

公認会計士は粉飾の指摘を経営陣に対して行っ

たこともあった70)。しかし，監査意見は適正意見

が示され続けてきた。つまり，不二サッシの監

査を担当していた公認会計士2人が，粉飾決算

を知りながら経営陣から懇願されてこれを看過

67) r日本経済新聞』昭和53年10月27日朝刊。河井・安
井・並木 [1979J，36頁。
68)角瀬 [1978J，34-36頁。
69)吉村 [1979J，34頁。
70) S元社長らの一審判決によれば，公認会計士は昭和

46年頃から粉飾経理に気づき，昭和50年6月には，

工業，販売両社で約50億円の粉飾額を指摘した監査

報告書案をS元社長らに示したものの，懇請，懐柔
にあって，以降適正意見の監査報告書を書いたとさ

れている。判決では，公認会計士のかかる粉飾への

関与がS元社長らの情状酌量の根拠のーっとされた

が，神崎克郎教授は，逆にこれはS元社長らにとっ

ては不利な点となるべきと指摘している(神崎

[1982J 12貰)。

していたとして，刑事的にも処分され71)また最

終的には登録抹消という，行政処分としては最

も重い処分となった。粉飾事件に関連して公認

会計士が行政処分された例としては，山陽特殊

製鋼と栗田工業(昭和42年)の事例で登録抹消

となっているが，直近の日本熱学工業，東京時

計製造の事例ではおのおの業務停止1年，東邦

産業の事例では業務停止3カ月であった。いず

れも，本事例と同様に公認会計士は粉飾に気づ

いていたといわれている 72)。

不二サッシの場合は，このように，公認会計

士ぐるみでの粉飾とみなされたわけであるが，

そうなってしまった理由として，報道は監査が

個人の会計士によって行われていたことに原因

を求めた。不二サッシでは，昭和49年までは l

人の公認会計士で監査が行われ，公認会計士協

会の指導に従って昭和50年度は2人で行われた

ものの，昭和51年度からは50年度に加わった公

認会計士のみの単独監査に戻っている。このよ

うに個人会計士が監査を行っていたことが，企

業との力関係に影響を与え，公認会計士の独立

性を保ち得なかったと指摘され，これを防ぐた

めに公認会計士の監査法人化を進めることが重

要であるとされた73) たとえば，粉飾のr99%以

上の防止は理論的には可能であり，その 1つの

具体的方法としては，公認会計士の法人グルー

プ化がある」という指摘がある7叫。これはアメリ

カ型の大監査法人を中心とした監査体制の整備

を念頭に置いたものであろう。もっぱら当時の

ビッグエイトとの業務上の競争の故であったと

はいえ，事実我が国ではその後監査法人の合併，

大規模法人化が今日に至るまで続いてきた。そ

して現在では，ほとんどの証券取引法監査がこ

71)神崎 [1982J11-12頁，細田 [1993J312頁。

72) r公認会計士を斬る②H週刊ダイヤモンド』第66巻
第32号，昭和53年8月5日， 72ー75頁。

73) r日本経済新聞』昭和53年8月30日朝刊， r粉飾決算
を防ぐ道Jr日本経済新聞』昭和53年9月16日朝刊。
なお，日本で監査法人制度が導入されたのは昭和41

年であり，この時点で未だ10年余の歴史しかもって

いなかったことには留意を要する。

74) r社説Jr日本経済新聞』昭和53年10月9日朝刊。
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のような大手監査法人を中心とした監査法人に

よって担われている。

しかし，このとき報道は，アメリカの監査法

人にあってもトラブルはあり，1法人化が万能薬

ではない」ことも既に指摘し， I企業との個々の

自由契約の形を断ち切って，固または公認会計

士協会を通じての公認会計士の割当制度Jとい
う一歩踏み込んだ提案すらなされている問。前

者は，その後の事例を鑑みれば，確かに監査法

人による監査それ自体では，粉飾を防止ないし

発見する決定的な手段とはなりえなかったとい

えよう。そして，後者のような新たな改善策に

ついては，近年の期待ギャップ問題の認識とと

もに議論され続けているところであり，具体的

には担当会計士，監査法人の任期制(ローテー

ション制)が欧米各国では議論されているので

ある76)。

以上のような不二サッシの事例における公認

会計士に対する報道を，公認会計士や公認会計

士制度に対する批判ととらえることは容易であ

る。しかし，我々は，ここにむしろ公認会計士

に対する期待，とりわけ粉飾防止について果た

す役割の期待を見るべきであろう。本事例にお

いて報道は，粉飾の責任は第ーには経営陣にあ

るが，第二には公認会計士にあるとしていると

いってよい。そこには，監査によって粉飾経理

は発見されるべきであるという前提がはっきり

と存在している。その上で，公認会計士が粉飾

を看過し，あるいは手を貸さないようにするに

はどうすればよいのか，その具体的方法の検討

にまで踏み込んでいるのである。

5. 4 本事例の特徴とその後の対応

本事例の特徴としては，以下の5点が挙げら

れる。

75) I社説Jr日本経済新聞』昭和53年10月9日朝刊。角
瀬保雄教授も，興人の監査が監査法人(太田哲三事

務所)によって行われていた事実を引き，監査法人

化の有効性に疑問を呈されている(角瀬 [1978b J， 
37頁)。
76)吉見 [1994J，63頁。

¢倒産に至らなかった粉飾事例であること

②同時期の他の倒産事例との関連性の中にあ

る事例であること

③株主代表訴訟が起こされたこと

④報道上，また学界でも公認会計士の責任に

かつてなく焦点があてられたこと

⑤それに対して，監査役の責任が問われるこ

とはなかったこと

①については，すでに述べたように，他の多

くの粉飾経理事件が，当該企業の倒産にともな

って明らかになることが多いのに対して，本事

例では例外的に倒産に至る前に明らかになって

いる。上場企業の場合，粉飾決算の発覚は上場

廃止に結び付く。本事例でも，その例にもれな

い。そのため，粉飾の発覚は倒産後になること

が多いわけであるが，本事例では，銀行管理下

にある企業がかかる不利点をあえて覚悟して自

ら粉飾を明らかにしたわけである。確かに上場

廃止とはなったが，その後の不二サッシの業績

は順調に回復した。そして昭和57年には累積赤

字をなくし，平成4年には東証に最上場を果た

している77l。

②については，不二サッシのサッシ事業が建

設，不動産関連の事業である点に注目しなげれ

ばならない。同様の企業としては前節でみた興

人もそうであり，またその後には永大産業も，

興人を上回る負債額で倒産している。不二サッ

シも，サッシ事業のみならず，興人などと同じ

ように銀行からの借入金によって子会社を通じ

て札幌市大谷地地区のニュータウン開発などの

不動産投資も行っていた7九またこの時期，同じ

く構造不況業種と呼ばれた造船業では，佐世保

重工業，函館どっくの経営の悪化も問題となっ

た。これらの企業は，昭和50年代の低成長期に

至って一挙に経営悪化が表面化したことが共通

77) I会社研究・不二サッシJr日本経済新聞』平成4年
7月25日朝刊。
78) r朝日新聞J昭和53年5月30日朝刊， I不二サッシ・
史上最大粉飾の償い方 強制捜査ショックのあと

に来るものJr週刊ダイヤモンド』第66巻第38号，昭
和53年9月16日，戸引 [1978J，112頁。
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しており，事業内容にもしばしば共通項がみら

れる。このうち，本研究で扱った輿人や不二サ

ッシでは粉飾経理が指摘されたのであるが，経

済全体の中では，これらの事例も不況の中で経

営が悪化した多くの企業群の 1っとして扱われ

ていたことに留意する必要がある 79)。

③については報道上はあまり話題とはなら

ず，むしろ学界で注目された。すなわち，粉飾

決算のため株価が下落し損失を被ったとして，

昭和53年6月14日に，工業の株主によって損害

賠償請求訴訟が起こされたのである問。このよ

うな訴訟は，当時としては日本熱学工業の粉飾，

倒産にあたって起こされたものがあるだけであ

った81)。近年，商法の改正に伴って株主代表訴訟

が容易に起こしうるようになり，その点からも

これは粉飾に伴う代表訴訟の先例であり興味深

い。ところが，この訴訟は翌年4月5日に取り下

げられ，判決には至っていない。取り下げは工

業側が徹底的に争う姿勢をみせ，裁判の長期化

が予想されたためとされるが，同時にこの訴訟

にはいくつかの不備点が指摘されている問。こ

の訴訟で訴えられたのは， s元社長，幹事証券
会社の者でもある工業の非常勤取締役，そして

不二サッシ工業であった。ところが，ここでは

A元専務，公認会計士2名，そして監査役は被

告とされておらず，これがこの訴訟の不備点の

ひとつであったという指摘がある。そもそも，

昭和46年の証券取引法改正では，企業の役員と

公認会計士，監査法人が損害賠償の責任を負う

点が明記されたのであった。にもかかわらず，

79)永大産業も，不二サッシと同じく近く再上場の予定
が伝えられている (r日本経済新聞』平成7年4月25
日朝刊)。
80) I不二サッシの役員・公認会計士の民事責任H商事
法務』第806号，昭和53年6月25日， I不二サッシ工
業の粉飾決算で株主が損害賠償を請求Jr商事法務J
第809号，昭和53年7月15日。
81) I不二サッシ事件の寄与するものJr商事法務』第
810号，昭和53年7月25日， 39頁。
82) I不二サッシ工業の粉飾決算に伴う損害賠償訴訟
が取下げられるJr商事法務』第834号，昭和54年4
月15日。

現実には我が国ではかかる訴訟そのものがほと

んど起こらず，公認会計士や監査役も被告とは

ならなかった。たとえば昭和50年の東邦産業の

粉飾，倒産の事例では，かかる訴訟は起きてい

ない83)。不二サッシの事例でも，訴訟が起きたも

のの公認会計士が訴えられなかったのは，無視

されたということであり，憂うるべき事態だ，

という指摘は興味深い制。

④については，すでに前節で述べたところで

ある。公認会計士については，結果として最も

重い処分がなされた。そして報道では，個人会

計士による監査ではなく，監査法人による集団

監査の必要性が指摘されたのであった。学界か

らは，本事例は公認会計士も共同正犯であり，

かかる事態を避けるためには，公認会計士側か

ら監査契約を解除すべきとの指摘もあった則。

また会計の面からは，今回の粉飾が工業と販売，

そして他の多くの関係会社を広く舞台として行

われたことから，連結財務諸表の重要性が強調

された86)。また、昭和53年9月には大蔵省証券局

から「公認会計士監査における組織的監査の徹

底と独立性の保持についてJ，昭和54年6月には

日本公認会計士協会から「組織的監査要綱Jが
発表され，組織的監査が重視されるに至った。

この点は，今般の監査基準改正にも影響を与え

ている。

⑤についていえば，③で述べたように，商法

学的には明らかに監査役にも責任があるといえ

よう。にもかかわらず，報道上は監査役の責任

の指摘がまったく行われていないことは注目に

値する。その意味では，本事例に関して一般に

は監査役はまったく無視されていたとすらいっ

てよいであろう。

ただ，不二サッシの粉飾が明らかになって間

83) I不二サッシ事件の寄与するものJr商事法務』第
810号，昭和53年7月25日。
84) I公認会計士を斬る③H週刊ダイヤモンド』第66巻
第33号，昭和53年8月12日， 70頁。
85)大住口979J。

86)角瀬 [1978a J。
87) r朝日新聞』昭和53年6月1日朝刊。
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もない昭和53年 5月31日の衆議院法務委員会

で，不二サッシのような粉飾決算の防止策につ

いて質問が出ている8九これに対し，法務省は，

監査役の権限強化を図るための常勤監査役の法

制化，株主総会での会計監査人の選任にあたり，

監査役による候補の指名，監査役が職務を怠っ

たことによる損害賠償責任について挙証責任を

転嫁することなどを具体的検討課題としてあ

げ，この方向で商法の見直し作業を法制審議会

で行っている，と答弁している曲)。興味深いの

は，この時点で既に見直し作業が行われていた，

という事実である。ここで，②に指摘したよう

な他の事例との関連，特に本研究での興人の事

例を想起する必要があるように思われる。すな

わち，興人の事例で監査役への損害賠償請求が

認められた点が，商法における監査役制度の改

正の促進要因となったと考えるのが自然であろ

う。また，不二サッシの事例では，確かに監査

役の責任は表立って問われなかったものの，か

かる大型粉飾事件の発覚は，やはり上述の改正

作業の促進要因となったことは間違いなかろ

う。商法は，結果として不二サッシ事件から 3

年後の昭和56年に改正され，ここでは従来の監

査役1人以上の規定に加え，大会社の場合はこ

れを2人以上とし，うち 1人は常勤監査役でな

ければならないこととなったのである。
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